
 
 

制定 平成２５年 ６月１９日 原規技発第 1306195 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成３１年 ２月１３日 原規技発第 19021310 号 原子力規制委員会決定 

改正 令和 ２年 ３月３１日 原規規発第 20033110 号 原子力規制委員会決定 
 
 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準について次のよう

に定める。 
 
   平成２５年６月１９日 

 
 

原子力規制委員会         
 
 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準の制定について 
 
 

原子力規制委員会は、実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査

基準を別添のとおり定める。 
 
 

附 則 

この規程は、平成２５年７月８日より施行する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成３１年２月１３日から施行する。 



（経過措置） 

第２条 原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５

号。以下「改正法」という。）第３条の規定による改正前の核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「旧

法」という。）第４３条の３の９第１項の設置の工事又は発電用原子炉の基数

の増加に係る変更の工事の計画の認可を受けた発電用原子炉施設（旧法第４３

条の３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉施設をいい、分割して認可を

申請した場合は、当該申請に係る１以上の認可を受けたものを含む。）に対す

るこの規程による改正後の実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準（以下「新火災防護審査基準」という。）2.2.1(1)②及び④の適

用については、平成３６年２月１３日以後最初に当該発電用原子炉施設に係る

改正法第３条の規定による改正後の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（以下「新法」という。）第４３条の３の１６の検査を終了した

日又は平成３６年２月１３日以後に発電用原子炉（新法第２条第５項に規定す

る発電用原子炉をいう。）の運転を開始する日の前日のいずれか早い日までの

間（以下この条において「経過措置期間」という。）は、なお従前の例による。

ただし、次に掲げるものについては、この限りでない。 

⑴ 経過措置期間中に行われる次に掲げる認可及び検査又は確認 

イ 旧法第４３条の３の９第１項又は新法第４３条の３の９第１項の規定に

よる認可（新火災防護審査基準 2.2.1(1)②及び④の規定に適合するために

必要なものに限る。） 

ロ 旧法第４３条の３の１１第１項の検査（イの認可を受けた工事の計画に



従って行われる工事に係るものに限る。）又は新法第４３条の３の１１第

３項の確認（イの認可を受けた設計及び工事の計画に従って行われる工事

に係るものに限る。） 

⑵ 前号ロの検査に合格し、又は確認を受けた発電用原子炉施設 

第３条 この規程の施行前に施設に着手した工事であって、この規程の施行に

より新たに旧法第４３条の３の９第１項の規定に該当するものを行っている

者は、この規程の施行後においても引き続きその工事を行うことができる。 

附 則 

この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第

１５号）第３条の規定の施行の日（令和２年４月１日）から施行する。 
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1. まえがき 
本基準は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

（平成２５年原子力規制委員会規則第５号）第８条に定める火災防護の設計方針に基づき、

発電用軽水型原子炉施設（以下「原子炉施設」という。）の火災防護対策の詳細に関して、

原子炉施設の安全機能確保の観点から、考慮すべき事項を定めたものである。 
なお、本基準に適合しない場合であっても、それが技術的な改良、進歩等を反映したもの

であって、本基準を満足する場合と同等又はそれを上回る安全性を確保し得ると判断され

る場合は、これを排除するものではない。 
 

（参考）（ここで「参考」とは、対審査官に向けての視点、注意事項を整理したものである。） 
原子炉施設は、火災によりその安全性が脅かされることがないように、適切な火災防護対

策を施しておく必要がある。 
本基準では、火災の発生防止対策を示すとともに、火災の感知及び消火、並びに火災の影

響軽減対策をとり入れている。 
人為的な火災や定期事業者検査時に持ち込まれる可燃性物質による火災、又は溶接作業

等により発生する可能性がある火災等については、管理に係る事項であることから、本基準

の対象外としている。 
 

1.1 適用範囲 
本基準は、原子炉施設に適用する。 

 
1.2 用語の定義 
本基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 「不燃性」 火災により燃焼しない性質をいう。 

(2) 「難燃性」 火災により燃焼し難く、著しい燃焼をせず、また、加熱源を除去した

場合はその燃焼部が広がらない性質をいう。 

(3) 「耐火壁」 床、壁、天井、扉等耐火構造の一部であって、必要な耐火能力を有す

るものをいう。 

(4) 「隔壁」 火災の影響を防止するための不燃性又は難燃性の構造物をいう。 

(5) 「消火設備」 消火器具、消火栓、消火配管、自動消火設備、手動消火設備、移動

式消火設備（消防車等をいう。）及び消火水槽をいう。 

(6) 「火災感知設備」 火災の感知を行い、警報等を行う設備をいう。 

(7) 「火災荷重」 ある空間内の可燃性物質の潜在的発熱量をいう。 

(8) 「難燃ケーブル」 火災により着火し難く、著しい燃焼をせず、また、加熱源を除

去した場合はその燃焼部が広がらない性質を有するケーブルをいう。 
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(9) 「可燃性物質」 不燃性材料以外の材料をいう。 

(10) 「発火性又は引火性物質」 可燃性物質のうち、火災発生の危険性が大きい、火災

が発生した場合に火災を拡大する危険性が大きい、又は火災の際の消火の困難性

が高いものをいう。 

(11) 「火災区域」 耐火壁によって囲まれ、他の区域と分離されている建屋内の区域を

いう。 

(12) 「火災区画」 火災区域を細分化したものであって、耐火壁、離隔距離、固定式消

火設備等により分離された火災防護上の区画をいう。 

(13) 「火災防護対象機器」 原子炉の高温停止又は低温停止に影響を及ぼす可能性の

ある機器をいう。 

(14) 「火災防護対象ケーブル」 火災防護対象機器を駆動若しくは制御するケーブル

（電気盤や制御盤を含む。）をいう。 

(15) ｢安全機能｣ 原子炉の停止、冷却、環境への放射性物質の放出抑制を確保するため

の機能をいう。 

(16) ｢多重性｣ 同一の機能を有する同一の性質の系統又は機器が二つ以上あることを

いう。 

(17) ｢多様性｣ 同一の機能を有する異なる性質の系統又は機器が二つ以上あることを

いう。 

(18) ｢独立性｣ 二つ以上の系統又は機器が設計上考慮する環境条件及び運転状態にお

いて、共通要因又は従属要因によって、同時にその機能が阻害されないことをいう。 

(19) 「単一故障」 単一の原因によって一つの機器が所定の安全機能を失うことをい

う。単一の原因によって必然的に発生する要因に基づく多重故障を含む。 

 
（参考） 
(2) 建築基準法施行令（昭和２５年１１月１６日政令第３３８号）における用語の定義に

ついて 

第１条 この政令において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。  
６ 難燃材料 建築材料のうち、通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始

後５分間第１０８条の２各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあつては、同条

第１号及び第２号）に掲げる要件を満たしているものとして、国土交通大臣が定めた

もの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 
 
第１０８条の２  法第２条第９号の政令で定める性能及びその技術的基準は、建築材料

に、通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後２０分間次の各号（建築物

の外部の仕上げに用いるものにあつては、第１号及び第２号）に掲げる要件を満たして
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いることとする。  
一  燃焼しないものであること。  
二  防火上有害な変形、溶融、き裂その他の損傷を生じないものであること。  
三  避難上有害な煙又はガスを発生しないものであること。 

 
2. 基本事項 
(1) 原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機能を有する構造物、系統及

び機器を火災から防護することを目的として、以下に示す火災区域及び火災区画の分

類に基づいて、火災発生防止、火災の感知及び消火、火災の影響軽減のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講ずること。 
① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安全機能を有する構

築物、系統及び機器が設置される火災区域及び火災区画 
② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置され

る火災区域 
(2) 火災防護対策並びに火災防護対策を実施するために必要な手順、機器及び職員の体制

を含めた火災防護計画を策定すること。 
 
（参考） 

審査に当たっては、本基準中にある（参考）に示す事項について確認すること。また、上

記事項に記載されていないものについては、JEAC4626-2010 及び JEAG4607-2010 を参照する

こと。 

なお、本基準の要求事項の中には、基本設計の段階においてそれが満足されているか否か

を確認することができないものもあるが、その点については詳細設計の段階及び運転管理

の段階において確認する必要がある。 

 
火災防護計画について 
１．原子炉施設設置者が、火災防護対策を適切に実施するための火災防護計画を策定し

ていること。 
２．同計画に、各原子炉施設の安全機能を有する構築物、系統及び機器の防護を目的と

して実施される火災防護対策及び計画を実施するために必要な手順、機器、組織体

制が定められていること。なお、ここでいう組織体制は下記に関する内容を含む。 
① 事業者の組織内における責任の所在。 
② 同計画を遂行する各責任者に委任された権限。 
③ 同計画を遂行するための運営管理及び要員の確保。 

３．同計画に、安全機能を有する構築物、系統及び機器を火災から防護するため、以下

の 3 つの深層防護の概念に基づいて火災区域及び火災区画を考慮した適切な火災防
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護対策が含まれていること。 
① 火災の発生を防止する。 
② 火災を早期に感知して速やかに消火する。 
③ 消火活動により、速やかに鎮火しない事態においても、原子炉の高温停止及

び低温停止の機能が確保されるように、当該安全機能を有する構築物、系統

及び機器を防護する。 
４．同計画が以下に示すとおりとなっていることを確認すること。 

① 原子炉施設全体を対象とする計画になっていること。 
② 原子炉を高温停止及び低温停止する機能の確保を目的とした火災の発生防

止、火災の感知及び消火、火災による影響の軽減の各対策の概要が記載され

ていること。 
 

2.1 火災発生防止 
2.1.1 原子炉施設は火災の発生を防止するために以下の各号に掲げる火災防護対策を講じ

た設計であること。 
 

(1) 発火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設置する火災区域は、

以下の事項を考慮した、火災の発生防止対策を講ずること。 

① 漏えいの防止、拡大防止 

発火性物質又は引火性物質の漏えいの防止対策、拡大防止対策を講ずること。

ただし、雰囲気の不活性化等により、火災が発生するおそれがない場合は、この

限りでない。 

② 配置上の考慮 

発火性物質又は引火性物質の火災によって、原子炉施設の安全機能を損なうこ

とがないように配置すること。 

③ 換気 

換気ができる設計であること。 

④ 防爆 

防爆型の電気・計装品を使用するとともに、必要な電気設備に接地を施すこと。 

⑤ 貯蔵 

安全機能を有する構築物、系統及び機器を設置する火災区域における発火性物

質又は引火性物質の貯蔵は、運転に必要な量にとどめること。 

(2) 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある火災区域には、滞留する

蒸気又は微粉を屋外の高所に排出する設備を設けるとともに、電気・計装品は防爆

型とすること。また、着火源となるような静電気が溜まるおそれのある設備を設置

する場合には、静電気を除去する装置を設けること。 
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(3) 火花を発生する設備や高温の設備等発火源となる設備を設置しないこと。ただし、

災害の発生を防止する附帯設備を設けた場合は、この限りでない。 

(4) 火災区域内で水素が漏えいしても、水素濃度が燃焼限界濃度以下となるように、水

素を排気できる換気設備を設置すること。また、水素が漏えいするおそれのある場

所には、その漏えいを検出して中央制御室にその警報を発すること。 

(5) 放射線分解等により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、原子炉の安全性

を損なうおそれがある場合には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

(6) 電気系統は、地絡、短絡等に起因する過電流による過熱防止のため、保護継電器と

遮断器の組合せ等により故障回路の早期遮断を行い、過熱、焼損の防止する設計で

あること。 

 
（参考） 

(1) 発火性又は引火性物質について 

発火性又は引火性物質としては、例えば、消防法で定められる危険物、高圧ガス保安法で

定められる高圧ガスのうち可燃性のもの等が挙げられ、発火性又は引火性気体、発火性又は

引火性液体、発火性又は引火性固体が含まれる。 

 

(5) 放射線分解に伴う水素の対策について 

BWR の具体的な水素対策については、社団法人火力原子力発電技術協会「BWR 配管におけ

る混合ガス(水素・酸素)蓄積防止に関するガイドライン（平成１７年１０月）」に基づいた

ものとなっていること。 

 
2.1.2 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、以下の各号に掲げるとおり、不燃性材

料又は難燃性材料を使用した設計であること。ただし、当該構築物、系統及び機器

の材料が、不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替

材料」という。）である場合、もしくは、当該構築物、系統及び機器の機能を確保

するために必要な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、当該構築物、系統

及び機器における火災に起因して他の安全機能を有する構築物、系統及び機器にお

いて火災が発生することを防止するための措置が講じられている場合は、この限り

ではない。 
 

(1) 機器、配管、ダクト、トレイ、電線管、盤の筐体、及びこれらの支持構造物のうち、

主要な構造材は不燃性材料を使用すること。 

(2) 建屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油等の可燃性物質を内包していないものを使

用すること。 

(3) ケーブルは難燃ケーブルを使用すること。 
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(4) 換気設備のフィルタは、不燃性材料又は難燃性材料を使用すること。ただし、チャ

コールフィルタについては、この限りでない。 

(5) 保温材は金属、ロックウール又はグラスウール等、不燃性のものを使用すること。 

(6) 建屋内装材は、不燃性材料を使用すること。 
 
（参考） 

「当該構築物、系統及び機器の機能を確保するために必要な代替材料の使用が技術上困

難な場合であって、当該構築物、系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有す

る構築物、系統及び機器において火災が発生することを防止するための措置が講じられて

いる場合」とは、ポンプ、弁等の駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不

燃材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火した場合においても、他の構

築物、系統又は機器において火災を生じさせるおそれが小さい場合をいう。 
 
(3) 難燃ケーブルについて 

使用するケーブルについて、「火災により着火し難く、著しい燃焼をせず、また、加熱源

を除去した場合はその燃焼部が広がらない性質」を有していることが、延焼性及び自己消火

性の実証試験により示されていること。 

（実証試験の例） 

・自己消火性の実証試験･･･ UL 垂直燃焼試験 

・延焼性の実証試験･･･IEEE383 又は IEEE1202 

 
2.1.3 落雷、地震等の自然現象によって、原子炉施設内の構築物、系統及び機器に火災が

発生しないように以下の各号に掲げる火災防護対策を講じた設計であること。 

 
(1) 落雷による火災の発生防止対策として、建屋等に避雷設備を設置すること。 

(2) 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、十分な支持性能をもつ地盤に設置する

とともに、自らが破壊又は倒壊することによる火災の発生を防止すること。なお、

耐震設計については実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈（原規技発第 1306193 号（平成 25 年 6 月 19 日原子力規

制委員会決定））に従うこと。 
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2.2 火災の感知・消火 
2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、安全機能を有する構築

物、系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行える

設計であること。 
 

(1) 火災感知設備 

① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や予

想される火災の性質を考慮して型式を選定し、早期に火災を感知できるよう固有

の信号を発する異なる感知方式の感知器等（感知器及びこれと同等の機能を有す

る機器をいう。以下同じ。）をそれぞれ設置すること。また、その設置に当たっ

ては、感知器等の誤作動を防止するための方策を講ずること。 
② 感知器については消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第２３条第４項

に従い、感知器と同等の機能を有する機器については同項において求める火災区

域内の感知器の網羅性及び火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規

格を定める省令（昭和５６年自治省令第１７号）第１２条から第１８条までに定

める感知性能と同等以上の方法により設置すること。 
③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する設計であること。 
④ 中央制御室で適切に監視できる設計であること。 

 
（参考） 
(1) 火災感知設備について 

早期に火災を感知し、かつ、誤作動（火災でないにもかかわらず火災信号を発するこ

と）を防止するための方策がとられていること。 
なお、感知の対象となる火災は、火炎を形成できない状態で燃焼が進行する無炎火災を

含む。 
（早期に火災を感知するための方策） 
・固有の信号を発する異なる感知方式の感知器等をそれぞれ設置することとは、例えば、

熱感知器と煙感知器のような感知方式が異なる感知器の組合せや熱感知器と同等の機

能を有する赤外線カメラと煙感知器のような組合せとなっていること。 
・感知器の設置場所を 1 つずつ特定することにより火災の発生場所を特定することがで

きる受信機が用いられていること。 

（誤作動を防止するための方策） 

・平常時の状況（温度、煙の濃度）を監視し、かつ、火災現象（急激な温度や煙の濃度

の上昇）を把握することができるアナログ式の感知器を用いられていること。 

感知器取付面の位置が高いこと等から点検が困難になるおそれがある場合は、自動試験

機能又は遠隔試験機能により点検を行うことができる感知器が用いられていること。 
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炎感知器又は熱感知器に代えて、赤外線感知機能等を備えた監視カメラシステムを用い

ても差し支えない。この場合、死角となる場所がないように当該システムが適切に設置され

ていること。 

 

(2) 消火設備 

① 消火設備については、以下に掲げるところによること。 
ａ．消火設備は、火災の火炎及び熱による直接的な影響のみならず、煙、流出流体、

断線、爆発等による二次的影響が安全機能を有する構築物、系統及び機器に悪

影響を及ぼさないように設置すること。 
ｂ．可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の性質に応じた十分な容量の消火

剤を備えること。 
ｃ．消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処できるよう配置すること。 
ｄ．移動式消火設備を配備すること。 
ｅ．消火設備は、外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する設計で

あること。 
ｆ．消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴する設計であること。 
ｇ．原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、系統及び機器

相互の系統分離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置される消

火設備は、系統分離に応じた独立性を備えた設計であること。 
ｈ．原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安全機能を有する構

築物、系統及び機器が設置される火災区域又は火災区画であって、火災時に煙

の充満、放射線の影響等により消火活動が困難なところには、自動消火設備又

は手動操作による固定式消火設備を設置すること。 
ｉ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置され

る火災区域であって、火災時に煙の充満、放射線の影響等により消火活動が困

難なところには、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置する

こと。 
ｊ．電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明器具を、必要な火災区域及びそ

の出入通路に設置すること。 
 
② 消火剤に水を使用する消火設備については、①に掲げるところによるほか、以

下に掲げるところによること。 
ａ．消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多重性又は多様性を備えた設計で

あること。 
ｂ．2 時間の最大放水量を確保できる設計であること。 
ｃ．消火用水供給系をサービス系又は水道水系と共用する場合には、隔離弁等を設
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置して遮断する等の措置により、消火用水の供給を優先する設計であること。 
ｄ．管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場合に、放射性物質を含むおそ

れのある排水が管理区域外へ流出することを防止する設計であること。 
 
③ 消火剤にガスを使用する消火設備については、①に掲げるところによるほか、

固定式のガス系消火設備は、作動前に職員等の退出ができるように警報を吹鳴

させる設計であること。 
 

（参考） 

(2) 消火設備について 

①－ｄ 移動式消火設備については、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和

５３年通商産業省令第７７号）第８３条第３号を踏まえて設置されていること。 

①－ｇ 「系統分離に応じた独立性」とは、原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能

を有する構築物、系統及び機器が系統分離を行うため複数の火災区域又は火災区画に分

離して設置されている場合に、それらの火災区域又は火災区画に設置された消火設備が、

消火ポンプ系（その電源を含む。）等の動的機器の単一故障により、同時に機能を喪失す

ることがないことをいう。 

①－ｈ－１ 手動操作による固定式消火設備を設置する場合は、早期に消火設備の起動が

可能となるよう中央制御室から消火設備を起動できるように設計されていること。 

上記の対策を講じた上で、中央制御室以外の火災区域又は火災区画に消火設備の起動

装置を設置することは差し支えない。 

①－ｈ－２ 自動消火設備にはスプリンクラー設備、水噴霧消火設備及びガス系消火設備

（自動起動の場合に限る。）があり、手動操作による固定式消火設備には、ガス系消火設

備等がある。中央制御室のように常時人がいる場所には、ハロン 1301 を除きガス系消火

設備が設けられていないことを確認すること。 

②－ｂ 消火設備のための必要水量は、要求される放水時間及び必要圧力での最大流量を

基に設計されていること。この最大流量は、要求される固定式消火設備及び手動消火設備

の最大流量を合計したものであること。 

なお、最大放水量の継続時間としての 2時間は、米国原子力規制委員会（NRC）が定め

る Regulatory Guide 1.189 で規定されている値である。 

上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は、Regulatory Guide 1.189 では、1,13

6,000 リットル（1,136 ㎥）以上としている。 
 
2.2.2 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に示すように、地震等の自然現象によっ

ても、火災感知及び消火の機能、性能が維持される設計であること。 
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(1) 凍結するおそれがある消火設備は、凍結防止対策を講じた設計であること。 

(2) 風水害に対して消火設備の性能が著しく阻害されない設計であること。 

(3) 消火配管は、地震時における地盤変位対策を考慮した設計であること。 

 

（参考） 

火災防護対象機器等が設置される火災区画には、耐震 B・Cクラスの機器が設置されてい

る場合が考えられる。これらの機器が基準地震動により損傷し S クラス機器である原子炉

の火災防護対象機器の機能を失わせることがないことが要求されるところであるが、その

際、耐震 B・C クラス機器に基準地震動による損傷に伴う火災が発生した場合においても、

火災防護対象機器等の機能が維持されることについて確認されていなければならない。 

 

(2) 消火設備を構成するポンプ等の機器が水没等で機能しなくなることのないよう、設計

に当たっては配置が考慮されていること。 

 
2.2.3 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、消火設備の破損、誤動作又は誤操作に

よって、安全機能を失わない設計であること。また、消火設備の破損、誤動作又は

誤操作による溢水の安全機能への影響について「原子力発電所の内部溢水影響評価

ガイド」により確認すること。 
 
（参考） 
原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドでは、発生要因別に分類した以下の溢水を想定

することとしている。 

a. 想定する機器の破損等によって生じる漏水による溢水 

b. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防止のために設置される系統か

らの放水による溢水 

c. 地震に起因する機器の破損等により生じる漏水による溢水 

このうち、b.に含まれる火災時に考慮する消火水系統からの放水による溢水として、以下

が想定されていること。 
① 火災感知により自動作動するスプリンクラーからの放水 
② 建屋内の消火活動のために設置される消火栓からの放水 
③ 原子炉格納容器スプレイ系統からの放水による溢水 

 
2.3 火災の影響軽減 
2.3.1 安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に応じ、それらを設置する火災区

域又は火災区画内の火災及び隣接する火災区域又は火災区画における火災による

影響に対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策を講じた設計である
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こと。 
 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止に係わる安全機能を有する構築物、系統及び機器

を設置する火災区域については、3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他

の火災区域から分離すること。 

(2) 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

その相互の系統分離及びこれらに関連する非安全系のケーブルとの系統分離を行

うために、火災区画内又は隣接火災区画間の延焼を防止する設計であること。 

具体的には、火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが次に掲げるいずれ

かの要件を満たしていること。 

a. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについて、互

いの系列間が 3時間以上の耐火能力を有する隔壁等で分離されていること。 

b. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについて、互

いの系列間の水平距離が 6ｍ以上あり、かつ、火災感知設備及び自動消火設備が

当該火災区画に設置されていること。この場合、水平距離間には仮置きするもの

を含め可燃性物質が存在しないこと。 

c. 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルについて、互

いの系列間が１時間の耐火能力を有する隔壁等で分離されており、かつ、火災感

知設備及び自動消火設備が当該火災区画に設置されていること。 

(3) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置される

火災区域については、3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区域

から分離されていること。 

(4) 換気設備は、他の火災区域の火、熱、又は煙が安全機能を有する構築物、系統及び

機器を設置する火災区域に悪影響を及ぼさないように設計すること。また、フィル

タの延焼を防護する対策を講じた設計であること。 

(5) 電気ケーブルや引火性液体が密集する火災区域及び中央制御室のような通常運転

員が駐在する火災区域では、火災発生時の煙を排気できるように排煙設備を設置

すること。なお、排気に伴い放射性物質の環境への放出を抑制する必要が生じた場

合には、排気を停止できる設計であること。 

(6) 油タンクには排気ファン又はベント管を設け、屋外に排気できるように設計され

ていること。 

 

（参考） 

(1) 耐火壁の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確認されていること。 

(2)－１ 隔壁等の設計の妥当性が、火災耐久試験によって確認されていること。 

(2)－２ 系統分離を b.（6m 離隔＋火災感知・自動消火）又は c.（1時間の耐火能力を有す
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る隔壁等＋火災感知・自動消火）に示す方法により行う場合には、各々の方法により得られ

る火災防護上の効果が、a.（3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等）に示す方法によって得

られる効果と同等であることが示されていること。この場合において、中央制御室において

は、自動消火に代えて、中央制御室の運転員による手動消火としても差し支えない。 

(2)－３ 2.2 火災の感知・消火の規定により設置した火災感知設備及び自動消火設備に

ついては、ｂ．及びｃ．に示す火災感知設備及び自動消火設備と兼用することができる。 

(2)－４ 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルを分離する

隔壁等は、想定される全ての環境条件及び人為的事象（故意によるものを除く。）に対して

隔離機能を喪失することがない構造であること。 

 
2.3.2 原子炉施設内のいかなる火災によっても、安全保護系及び原子炉停止系の作動が要

求される場合には、火災による影響を考慮しても、多重化されたそれぞれの系統が

同時に機能を失うことなく、原子炉を高温停止及び低温停止できる設計であること。 
また、原子炉の高温停止及び低温停止が達成できることを、火災影響評価により

確認すること。 
（火災影響評価の具体的手法は「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」による。） 

 
（参考） 
「高温停止及び低温停止できる」とは、想定される火災の原子炉への影響を考慮して、高

温停止状態及び低温停止状態の達成、維持に必要な系統及び機器がその機能を果たすこと

ができることをいう。 
 
3. 個別の火災区域又は火災区画における留意事項 

火災防護対策の設計においては、2. に定める基本事項のほか、安全機能を有する構築物、

系統及び機器のそれぞれの特徴を考慮した火災防護対策を講ずること。 
 

（参考） 
安全機能を有する構築物、系統及び機器の特徴を考慮した火災防護対策として、NRC が定

める Regulatory Guide 1.189 には、以下のものが示されている。 

(1) ケーブル処理室 

① 消防隊員のアクセスのために、少なくとも二箇所の入口を設けること。 

② ケーブルトレイ間は、少なくとも幅 0.9m、高さ 1.5m 分離すること。 

(2) 電気室 

電気室を他の目的で使用しないこと。 

(3) 蓄電池室 

① 蓄電池室には、直流開閉装置やインバーターを収容しないこと。 
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② 蓄電池室の換気設備が、2%を十分下回る水素濃度に維持できるようにすること。 

③ 換気機能の喪失時には中央制御室に警報を発する設計であること。 

(4) ポンプ室 

煙を排気する対策を講ずること。 

(5) 中央制御室等 

① 周辺の部屋との間の換気設備には、火災時に閉じる防火ダンパを設置すること。 

② カーペットを敷かないこと。ただし、防炎性を有するものはこの限りではない。 

なお、防炎性については、消防法施行令第４条の３によること。 

(6) 使用済燃料貯蔵設備、新燃料貯蔵設備 

消火中に臨界が生じないように、臨界防止を考慮した対策を講ずること。 

(7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 

① 換気設備は、他の火災区域や環境への放射性物質の放出を防ぐために、隔離でき

る設計であること。 

② 放水した消火水の溜り水は汚染のおそれがあるため、液体放射性廃棄物処理設備

に回収できる設計であること。 

③ 放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂、チャコールフィルタ及び HEPA フィ

ルタなどは、密閉した金属製のタンク又は容器内に貯蔵すること。 

④ 放射性物質の崩壊熱による火災の発生を考慮した対策を講ずること。 

 
 


